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                                                        新 監 第 ３ ７ 号  

                                  令和７年８月２７日 

 

               様  

 

                        新居浜市監査委員 鴻 上 浩 宣 

                        新居浜市監査委員 杉 本 茂 利 

                        新居浜市監査委員 小 野 辰 夫 

 

 

定期監査の結果について（提出） 

 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づき、令和７年４月１８日か

ら同年７月２日までの間、新居浜市監査基準に準拠して実施した定期監査について、同条第

９項に規定する監査結果に関する報告並びに同条第１４項に規定する措置状況を、次のとお

り提出（公表）します。 

 

１ 監査の対象及び期間 

令和６年度に実施した事務事業全般の歳入歳出予算の執行及び関連ある事項について、次

のとおりの監査期間をもって監査を実施した。 

 

２ 監査を実施した監査委員   

鴻 上 浩 宣・杉 本 茂 利・伊 藤 優 子・小 野 辰 夫 

伊 藤 優 子  令和７年５月１４日付け退任 

小 野 辰 夫  令和７年５月１５日付け就任 

 

３ 監査等の着眼点 

    財務及び事務事業の執行等が法令等に基づき正確に処理されているか、効率的かつ効果的

（最少の経費で最大の効果）に行われているかを主眼として実施した。 

 

４ 監査の実施内容 

関係資料の提出を求め、関係職員から説明を聴取するとともに、前年度の指摘事項等が適

正に改善されているかに留意して監査を実施した。 

 

５ 監査の結果 

令和６年度に実施した事務事業の執行については、おおむね適正に処理されているものと

認められたが、事務執行の一部において指摘事項が見受けられた。今後においても、更に適

正かつ無駄のないコスト意識を持って、効率的な行財政執行に努め、住民福祉の増進のため

努力をされたい。 

なお、各部局の主な事務事業、指摘事項及び指摘事項の回答は、次のとおりである。  

監査対象部局 監査期間 

議会事務局・農業委員会事務局・ 

選挙管理委員会事務局 
令和７年４月１８日から同年５月７日まで 

消防本部・消防署 令和７年５月７日から同月２８日まで 

市民環境部 令和７年５月２８日から同年７月２日まで 
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１ 議会事務局の主な事務事業 

  

  議事課 

（１）議長及び副議長の秘書事務に関すること。 

（２）議員の身分に関すること。 

（３）議会図書室に関すること。 

（４）市政の調査に関すること。 

（５）本会議・委員会・議員全員協議会に関すること。 

（６）議会の傍聴に関すること。 

（７）議案の調査及び立案に関すること。 

（８）請願、陳情等に関すること。 

（９）議会の広報及び広聴に関すること。 

 

 

２ 職員の配置状況  ８人（令和７年４月１日現在） 

 

（次長兼務） 副課長

　課　長 （2人）

調査係 1 人

事務局長 庶務係 1 人

議事係 2 人

 

 

 

３ 令和６年度に実施した主な事業 

 

（１）市民との意見交換会 

議会に対する市民理解の向上を図るため、市民と議員が直接対話する意見交換会を

開催することにより、議場に足を運ぶ機会が少ない中学生と対話する場を設けた。保

護者だけでなく傍聴者も訪れ、幅広い年代の議会への理解と関心の向上が図られた。 

＜事業費＞ １６，３３０円 

 

 

 

 

 

 

 

 

議 会 事 務 局 
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４ 議会の活動状況（令和６年度） 

 

（１）本会議の開催状況 

 

本会議 会期日数 本会議日数 一般質問日数 一般質問者数 傍聴者数 

５月臨時会 １日 １日 ０日 ０人 ３人 

６月定例会 １８日 ５日 ３日 １３人 １２８人 

９月定例会 １８日 ５日 ３日 １３人 ６１人 

１２月定例会 １７日 ５日 ３日 １３人 ９０人 

２月定例会 ２５日 ５日 ３日 １５人 ４１人 

 

（２）常任委員会・議会運営委員会・特別委員会の開催状況及び活動状況 

 

ア 常任委員会 

委員会名 定数 任期 所 管 事 項 
開催 

日数 

協議会 

開催日数 

所管事務 

調査日数 

企画教育 

委員会 
９人 １年 

企画部（港湾に関する事項を除く）、

総務部、出納室、教育委員会、選挙管

理委員会、監査委員、公平委員会の

所管に属する事項及び他の常任委員

会の所管に属しない事項 

１１日 ２日 ４日 

市民福祉 

委員会 
９人 １年 

福祉部、福祉事務所、市民環境部、消

防本部及び消防署の所管に属する事

項 

９日 ２日 ４日 

経済建設 

委員会 
８人 １年 

経済部、建設部、上下水道局、農業委

員会の所管に属する事項及び港湾に

関する事項 

８日 ２日 ４日 

 

イ 議会運営委員会 

委員会名 定数 任期 所 管 事 項 
開催 

日数 

協議会 

開催日数 

所管事務 

調査日数 

議会運営

委員会 
７人 １年 

(1)議会の運営に関する事項 

(2)議会の会議規則、委員会に関する

条例等に関する事項 

(3)議長の諮問に関する事項 

１４日 ０日 ４日 
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ウ 特別委員会 

委員会名 定数 設置 付  議  事  件 
開催 

日数 

協議会 

開催日数 

付議事件 

調査（視

察）日数 

都市基盤

整備促進

特別委員

会 

８人 R5.6.29 

(1)国道11号バイパス、県道及び都

市計画道路の整備促進に関する

調査 

(2)企業誘致(臨海・内陸型工業用地

の確保を含む)に関する調査 

(3)大島・荷内沖開発に関する調査 

(4)総合運動公園の建設に関する調

査 

(5)地域交通計画に関する調査 

３日 ０日 ４日 

防災・災

害対策特

別委員会 

８人 R5.6.29 

(1)防災対策に関する調査 

(2)大規模災害時における問題調査 

(3)地域防災（消防団の在り方を含

む）に関する調査 

３日 ０日 ４日 

人口減少

対策特別

委員会 

８人 R5.6.29 

(1)こども・子育て対策（出生率アッ

プを含む）に関する調査 

(2)定住・移住（Ｕターンを含む）政

策に関する調査 

(3)担い手・雇用対策に関する調査 

(4)健康寿命、健康増進政策に関する

調査 

３日 ０日 ４日 

議会改

革・活性

化調査特

別委員会 

１０

人 
R5.6.29 (1)議会改革・活性化に関する調査 ８日 ０日 ３日 

決算特別

委員会 

２３

人 
R6.9.3 

(1)水道事業・工業用水道事業・公共

下水道事業会計決算の認定 

(2)一般会計・特別会計歳入歳出決算

の認定 

５日 ０日 ０日 

予算特別

委員会 

２４

人 
R7.3.6 

(1)一般会計・特別会計予算 

(2)水道事業・工業用水道事業・公共

下水道事業会計予算 

４日 ０日 ０日 
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５ 指摘事項及び回答内容（回答は令和７年６月４日付け） 

 

（１）議会改革に資する情報収集について 

ＩＣＴをはじめとする技術進歩に伴い、議会に関する様々な面において改革が進んできて

いる。タブレットの導入や議会運営及び中継等においても日進月歩の状態となっている。こ

れらは全国他市においても同様であり、ＩＣＴの活用面、広報公聴の充実面、政務活動費の

効果的な執行等における先進的事例の収集は有効であると考えるので、更なる情報収集に取

り組まれたい。 

 

＜回答＞ 

  先進的事例については、引き続き情報収集を行ってまいります。なお、議会の運営に関す

る事項については議会運営委員会の所管事務となりますので、有効的な事例があれば、費用

対効果も考慮し、議会運営委員会での協議及び予算要望も含め検討してまいります。 
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１  農業委員会事務局の主な事務事業 

（１）委員会の会議に関すること。 

（２）農地等の利用の集積その他農地等の効率的な利用の促進に関すること。 

（３）農地に関する情報の収集、整理、分析及び提供に関すること。 

（４）農地法その他の法令に基づく農地等の利用関係の調整及び許認可事務に関すること。 

（５）農地等の調査及び検査に関すること。 

 

２ 職員の配置状況  ５人（令和７年４月１日現在） 

       
       

農政係 １人 

事務局長 
 事務局次長

（２人） 

 
 

   
農地係 １人     

 

３ 農業委員会の開催状況 （令和６年度） 

 

会 議 名 回 数 提出議案 可 決 否 決 保留・継続 

総   会 13 432 432 0 0 

役 員 会 2 5 5 0 0 

計 15 437 437 0 0 

 

４ 農地の権利移転状況（令和６年度） 

 

区  分 件数 
面 積（㎡） 

田 畑 計 

所 有 権 移 転 49 

 

16,598.00  22,889.00  39,487.00  

賃 貸 借 権 移 転 ・ 設 定 2 4,233.00  0.00  4,233.00  

使用貸借権移転・設定 4 5,802.00  1,888.00  7,690.00  

小  計 55 26,633.00  24,777.00  51,410.00  

合意解約（賃貸借） 33 23,557.00  7,176.00  30,733.00  

合意解約（使用貸借） 25 44,013.00  0.00  44,013.00  

小  計 58 67,570.00  7,176.00  74,746.00  

合  計 113 94,203.00  31,953.00  126,156.00  

  

農業委員会事務局 
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５ 農用地利用集積事業（新農地銀行）の状況 （令和６年度） 

 

 区分 

 

年度 

年度末現在 

総面積（㎡） 

令和 

２ 
575,534.98  

令和 

３ 
555,897.98  

令和 

４ 
549,999.37  

令和 

５ 
582,197.71  

令和 

６ 
603,411.71  

 

 

６ 農地の転用取扱状況 （令和６年度） 

 

 

用途地域区分 

 

転用 

区分 
件 数 

面    積（㎡） 

田 畑 計 

 

その他の区域 

 

４条 4 624.33  130.00  754.33  

５条 131 77,829.90  34,724.84  112,554.74  

小計 135 78,454.23  34,854.84  113,309.07  

注：４条…農地法第４条による農地の転用  

５条…農地法第５条による所有権移転等を伴う農地の転用  

 

 

区分 

 

 

年度 

利 用 権 設 定（新規・再設定） 

３年未満 ３～６年未満 ６～１０年未満 １０年以上 合 計 

件

数 

面積 

（㎡） 

件

数 

面積 

（㎡） 

件

数 

面積 

（㎡） 

件

数 

面積 

（㎡） 

件

数 

面積 

（㎡） 

令和 

２ 
24  38,219.00  125  174,064.94  2  1,956.00  5  7,666.00  156  221,905.94  

令和 

３ 
9  10,854.00  77  111,732.00  0  0.00  1  8,061.00  87  130,647.00  

令和 

４ 
14  21,367.73  67  98,306.98  9  9,185.00  1  753.00  91  129,612.71  

令和 

５ 
15  18,280.00  91  145,961.07  3  3,565.00  11  14,284.00  120  182,090.07  

令和 

６ 
15  17,708.00  140  200,951.61  2  711.00  47  65,770.00  204  285,140.61  
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７ 指摘事項及び回答内容（回答は令和７年６月１１日付け） 

 

（１）農地中間管理事業と効果効率的組織について 

令和７年度の本市農地貸借の大部分は、農地中間管理事業（農用地利用集積等促進計画に

よる農地中間管理機構を介した契約）で、年間１５０筆程度の申出が見込まれる。農地中間

管理機構からは、新居浜市（農林水産課）に促進計画作成支援や相談・広報等の業務が委託

され、市から農業委員会へは促進計画案作成を事務委任している。処理期間の短縮等、円滑

な手続が図られるよう、農林水産課や関係機関と連携強化し取り組まれたい。 

また、農業担い手や新規就農者が利用しやすく、かつ農地の出し手と受け手のマッチング

に効果的な仕組み、体制という視点も踏まえ、組織の在り方について検証を進められたい。 

 

＜回答＞ 

  農地中間管理機構を介した農地の貸借につきましては、５月の農業委員会総会に上程した

案件が第１号であり、現在、事務処理中であります。これにより事務処理の流れが明確にな

りましたので、円滑な事務の流れに向け、機構及び農林水産課と協議を行ってまいります。 

   また、農林水産課との連携強化につきましては、情報共有が必要不可欠だと思われますの

で、共通フォルダ内に、農業委員会事務局及び農林水産課の職員のみ閲覧可能な共有フォル

ダを作成し、お互いに有益な情報共有を図ることとしました。 

   なお、組織の在り方につきましては、人事課及び農林水産課と協議を行ってまいります。 
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１ 選挙管理委員会事務局の主な事務事業 

（１）選挙管理委員会の開催及び庶務に関すること。 

（２）選挙常時啓発に関すること。 

（３）選挙人名簿の調製及び保管に関すること。 

（４）不在者投票に関すること。 

（５）選挙の執行に関すること。 

 

２ 職員の配置状況 ４人  （令和７年４月１日現在） 

 

（総務部総括次長及び総務課長兼務）   

事務局長  
 

事務局次長 
 

選挙管理係 ２人 
  

    

 

３ 令和６年度に実施した主な事業 

 

（１）衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査 

令和６年１０月２７日執行の衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の適

正な管理執行 

当日有権者数  ９５，１３２人（在外選挙人３８人を含む） 

    投票者数及び投票率  

（小選挙区）  ４９，３５３人  ５１．８８％ 

（比例代表）  ４９，３３６人  ５１．８６％ 

（国民審査）  ４９，２５８人  ５１．７８％ 

＜事業費＞ ３２，８０５，８５９円 

 

（２）新居浜市長選挙 

令和６年１１月１０日執行の新居浜市長選挙の適正な管理執行 

当日有権者数  ９４，５２８人 

    投票者数及び投票率  

         ４２，９８９人  ４５．４８％ 

＜事業費＞ ３２，５４８，６１６円 

 

（３）明るい選挙啓発ポスター・習字作品募集事業 

明るい選挙啓発ポスター・習字作品の募集を市内小学校・中学校・高等学校の児童・生徒

へ学校を通じて依頼し、その中から入選作品（５８点）を、あかがねミュージアムアート工

房展示スペースに展示するとともに、市ホームページへの掲載を行った。 

＜事業費＞ ９３，０９１円 

 

 

選挙管理委員会事務局 
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４ 指摘事項及び回答内容（回答は令和７年６月５日付け） 

 

（１）時間外勤務について 

時間外勤務等命令書の一部について、時間外勤務システムへの入力誤りによる支給額の過

少払いが生じている。内容を確認の上改められたい。今後は、チェック体制を強化するなど

適正な事務処理をされたい。 

 

＜回答＞ 

   時間外勤務システムへの入力誤りによる時間外勤務手当の過少払いにつきましては、追給

等の処理をいたしました。 

   今後は、システム入力後の複数職員による確認の徹底等チェック体制を強化し、適正な事

務処理を行います。 

 

（２）投票率の向上と効率的な選挙執行体制について  

本市の３６投票区のうち、有権者数１，０００人未満の小規模投票区は６投票区で、いず

れもこの５０年間で有権者数が５割以上減少している。災害対応時には限られた人員での選

挙執行が必要であり、投票者に占める期日前投票の割合が４割に迫る中、一定規模以下の投

票区の再編、統合等を実施するなど、効率的な選挙執行の視点で検討を進められたい。 

また、投票率向上施策等の検討に当たっては、マルチタスク車両を活用した「オンデマン

ド型移動期日前投票所」の導入等、セキュリティ対策も含む先進事例について調査研究を進

められたい。 

 

＜回答＞ 

   人口減少に伴う有権者数の減少や投開票事務従事者の確保が厳しさを増す中、将来にわた

って有権者が投票しやすい環境の整備を図っていく必要があり、有権者のライフスタイルの

変化も踏まえ、通勤・通学や買物の際に合わせて投票もできる期日前投票所の設置がますま

す重要になると考えております。今後は、経済性の視点も意識した効率的な選挙執行体制の

構築に向けた検討を進めてまいります。 

 また、投票率向上施策については、投票区の再編、統合等の検討と合わせ、高齢者等の交

通弱者にも配慮するなど有権者のニーズに合った移動期日前投票所の設置等、先進事例の動

向を踏まえた調査研究に取り組んでまいります。 
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１   消防本部・消防署の主な事務事業 

 

（１）消防総務課 

 ア 消防行政の総合企画に関すること。 

イ 財産管理に関すること。 

ウ 消防統計に関すること。 

エ 消防団事務に関すること。 

 

（２）警防課 

ア 警防計画に関すること。 

イ 消防法令（火災予防関係及び危険物規制関係を除く。）の執行に関すること。 

ウ 石油コンビナート等災害防止法の訓練指導に関すること。 

エ 災害現場活動の調査に関すること。 

オ 救急及び救助の統制に関すること。 

カ 消防地水利の整備に関すること。 

キ 消防用資機材の整備及び管理に関すること。 

ク 消防用車両の登録及び検査に関すること。 

  ケ 消防団員の教養訓練に関すること。 

  コ 水防に関すること。 

 

（３）予防課 

ア 予防業務の総合企画に関すること。 

イ 消防法令の危険物規制に関すること。 

ウ 石油コンビナート等災害防止法（訓練指導に関することを除く。）の執行に関すること。 

エ 消防用設備の設置指導及び統制に関すること。 

オ 火災の原因及び損害の調査報告に関すること。 

カ 火災等の証明に関すること。 

キ 新居浜市火災予防条例の運用統制に関すること。 

ク 高圧ガス保安法の執行に関すること。 

 

（４）通信指令課 

   ア 消防通信の運用統制に関すること。 

  イ 通信施設の統轄管理に関すること。 

ウ 消防救急業務の指令及び誘導に関すること。 

エ 消防情報及び気象情報の集発に関すること。 

オ 無線通信の統轄に関すること。 

 

（５）北消防署・南消防署 

    ア 災害の警戒防御に関すること。 

イ 救急救助業務に関すること。 

ウ 火災予防の普及宣伝に関すること。 

消防本部・消防署 
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エ 自衛消防隊の訓練指導に関すること。 

オ 水防活動に関すること。 
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２ 職員の配置状況 １５２人（令和７年４月１日現在） ※派遣を除く。 

 

（総括次長兼務） 副課長

消防総務課長 （２人）

主幹 副課長

（２人） （２人）

（分署長兼務）

消防課長

※消防署の勤務体制…３部交代制

救助係 5 人

消防予防係 2 人

（３部）主幹 副課長 救急係 3 人

南
消
防
署
長

消防予防係 2 人

消防課長 （２部）主幹 副課長

消防予防係 2 人

（１部）主幹 副課長 救急係 3 人

救急係 3 人

救助係 5 人

救助係 5 人

消防予防係 3 人

（２部）主幹 副課長

救急係 3 人

消防予防係 3 人

（３部）主幹 副課長

救急係 3 人

消
防
長

救助係 5 人

消防予防係 3 人

（１部）主幹 副課長

救急係

（３部）主幹 副課長 救急係 6 人

3 人

救助係 5 人

消防予防係 4 人

消防課長 （２部）主幹 副課長 救急係 5 人

救助係 5 人

消防予防係 4 人

消防予防係 4 人

人

予防課長 主幹 副課長 危険物係 2 人

（１部）主幹 副課長 救急係 6 人

通信指令課長 通信第二係 1 人

通信第三係 1 人

北
消
防
署
長

　
川
東
分
署
長

　
北
消
防
署

消防団係 1 人

予防係 2 人

総
括
次
長
.
次
長

総務係 9 人

警防係 2 人

警防課長 主幹 副課長

保安係 2 人

通信第一係 1
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３ 令和６年度に実施した主な事業 

 

（１）消防分団詰所整備事業 

少子高齢化の進展による人口減少や激甚化する各種災害に対応できる持続可能な消防団組

織への再編を図る足掛かりとして、３つの分団詰所を有する角野分団の詰所を１詰所に統合

新築移転したことにより、出動に必要な人員を早期に確保し、迅速な出動が可能となるなど、

地域防災の中核である消防団の持続可能性を確保することができた。 

 

＜事業費＞    ２２７，６０７，０００円 

【内訳】市 債 ２２７，６００，０００円 

繰入金        ７，０００円 

＜工事内容等＞  角野分団詰所新築工事 

 

（２）消防自動車整備事業 

複雑多様化する災害に的確に対処するためには、消防自動車等の計画的な更新、機能の向

上及び維持を図ることが必要であるため、最新鋭の消防ポンプ自動車等を更新することによ

り、安全・確実・迅速に災害対応を実施することが可能となった。 

 

＜事業費＞      ２４７，１０９，０６０円 

＜更新車両等＞  ・大型水槽者（常備）       １台 

         ・高規格救急自動車（常備）    １台 

         ・水槽付消防ポンプ自動車（常備） １台 

         ・消防ポンプ自動車（常備）    １台 

 

（３）消防団員活動支援事業費 

  道路交通法改正以降、新たに普通自動車免許を取得した消防団員が、消防自動車の運転に

必要である準中型運転免許の取得に係る費用を補助することにより、消防活動の円滑な推進

を図ることができた。 

 

＜事業費＞    ８２，０００円 

＜事業内容等＞   準中型免許取得費補助金 

        

（４）南消防署及び消防指令センター整備事業 

   近い将来、発生が危惧されている大規模災害に対し、行政が機能不全に陥ることがないよ

う老朽化の進む南消防署の新築移転を行うことにより消防機能を強化する。また、新たに新

居浜市、西条市、四国中央市の３市共同で運用する消防指令センターを併設することにより、

消防行財政の効率化、広域的な相互応援体制の確立による災害対応力の向上を目指す。 

 

＜事業費＞     ４６，８６０，０００円 

【内訳】市 債  ３２，５００，０００円 

負担金  １２，６５３，１７３円 

一 財   １，７０６，８２７円 

＜事業内容等＞   ・南消防署及び消防指令センター建設設計業務委託 

          ・消防指令センターシステム等設計業務委託 
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４ 令和６年中に発生した火災の状況 

                            （単位：件、千円） 

月 別 件 数 損 害 額 月 別 件 数 損 害 額 

１ 6 4,300 ７ 1 7,097 

２ 4 2,082 ８ 5 33,053 

３ 2 200 ９ 2 759 

４ 1 16 １０ 2 301 

５ 2 13 １１ 3 117 

６ 3 543 １２ 1 200 

   計 32 48,681 

 

５ 令和６年中事故種別救急出動の状況 

                          （単位：件、人） 

区 
 

分 

火 
 

災 

自
然
災
害 

水

難 

交
通
事
故 

労
働
災
害 

運
動
競
技 

一
般
負
傷 

加

害 

自
損
行
為 

急

病 

そ

の

他 

計 

出動 

件数 
5 1 2 406 32 26 1,062 23 64 4,480 685 6,786 

搬送 

人員 
5 1 1 386 32 25 1,019 20 44 4,199 637 6,369 

 

６ 指摘事項及び回答内容（回答は令和７年６月２４日付け） 

 

（１）時間外勤務等命令書について  

   時間外勤務等命令書の一部について、時間外勤務システムへの入力誤りによる支給額の過

払いが生じている。内容を確認の上改められたい。今後はチェック体制を強化するなど適正

な事務処理をされたい。 

（警防課） 

 

＜回答＞ 

  時間外手当の誤りにつきましては、訂正処理を行いました。支給額の過不足につきまして

は、５月２９日付けで人事課へ修正報告を提出し、払戻手続を行いました。今後は、更なる

チェック体制の強化を図り、適正な事務処理を行ってまいります。 

 

（２）消防指令センター共同運用と３市連携について  

   東予東部３市での消防指令センターの共同運用に向けて、本市が会長を務める「新居浜市・

西条市・四国中央市消防指令事務協議会」を設置し取組を進められている。人的、物的資源

の効率的広域運用で更なる消防力の強化が図られるよう、検討部会及び各専門部会における

円滑な協議を主動されたい。また、指令センター設置後の市域を越えた相互応援等、継続的

な３市連携推進体制の構築についても検討されたい。 

（消防総務課） 
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＜回答＞ 

消防指令センターの共同運用につきましては、引き続き共同運用検討委員会における専門

部会において予算措置や勤務体制、システム構成等、共同運用の開始に必要な事項について

協議・調整を主動するほか、各本部の管轄に関係なく、現場に最先着できる救急車等へ出動

指令を行う直近指令や出動可能な救急車等がゼロになった場合に、他の消防本部へ出動指令

を行うゼロ隊運用など高度な部隊運用についても検討を行い、共同運用のメリットを最大限

に活かすことができるよう、３市で連携・協力を図りながら事業を着実に推進いたします。 

 

（３）緊急消防援助隊受援体制の確立について   

発生が想定されている南海・東南海地震災害や近年各所で発生している大規模山林火災な

どでは、単独では対応が難しく、緊急受援の必要性が増してきている。そういう情勢下にお

いて、緊急消防援助隊受援体制の確立についての取組は、タイムリーで有意義である。他所

での好事例や問題点を更に収集・深掘りし、より具体化するなどブラッシュアップし、将来

に備えられたい。 

（警防課） 

 

 

＜回答＞ 

  緊急消防援助隊受援体制の確立につきましては、これまで豪雨や地震等で被災し、緊急消

防援助隊が活動した地域における受援時の課題や問題点等を収集し、調査・研究を行います。

また、地域防災計画等の関連計画との整合を図りながら災害リスクの多様化・大規模化に対

応できるよう緊急消防援助隊受援計画の見直しを行い、より実効性のある受援体制の構築を

進めます。 
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１ 市民環境部の主な事務事業 

 

（１）地域コミュニティ課 

  ア 市民活動の推進に関すること。 

  イ コミュニティの振興に関すること。 

ウ ボランティア及び民間非営利団体に関すること。 

  エ 自治会に関すること。 

  オ 協働の推進に関すること。 

  カ 国際化に関すること。 

 

（２）危機管理課 

  ア 危機管理に関する施策の総合企画及び調整に関すること。 

イ 地域防災計画に関すること。 

ウ 水防計画に関すること。 

エ 災害対策本部に関すること。 

オ 自主防災組織に関すること。 

カ 国民保護計画に関すること。 

キ 国土強靱化地域計画に関すること。 

ク 防災訓練、防災情報に関すること。 

ケ 地域の防犯活動等の推進に関すること。 

コ 安全面における地域ネットワークづくりに関すること。 

サ 防災センターに関すること。 

シ 交通安全思想の普及に関すること。 

 

（３）人権擁護課 

  ア 人権擁護に関すること。 

  イ 住宅新築資金等貸付事業に関すること。 

  ウ 人権問題の調査及び指導に関すること。 

 

（４）男女参画・市民相談課 

  ア 男女共同参画施策の総合企画、調整及び調査に関すること。 

  イ 男女共同参画施策の推進に関すること。 

  ウ 男女平等の意識啓発に関すること。 

  エ 女性団体の育成に関すること。 

  オ 女性センター及び働く婦人の家に関すること。 

  カ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の支援に関すること。 

  キ 計量に関すること。 

ク 市民相談に関すること。 

  ケ 消費生活センターに関すること。 

 

 

 

市 民 環 境 部 



- 18 - 

 

（５）市民課 

  ア 戸籍、住民基本台帳及び印鑑登録等の諸届並びに証明に関すること。 

  イ 個人番号カードの交付に関すること。 

  ウ 公的個人認証サービスに関すること。 

  エ 埋火葬の許可及び火葬室の使用許可に関すること。 

オ 自動車臨時運行の許可に関すること。 

  カ 人口動態の調査に関すること。 

  キ  在留関連事務及び特別永住許可事務に関すること。 

  ク 住居表示に関すること。 

  ケ 町界及び町名等の整理に関すること。 

コ 国民年金に関すること。 

  サ 船員法の事務に関すること。 

  シ 市税に係る諸証明の発行に関すること。 

ス 一般旅券の発給申請受理及び交付等に関すること。 

 

（６）環境エネルギー局 環境政策課 

  ア 環境に関する施策の総合企画及び調整に関すること。 

  イ 地球温暖化対策の推進に関すること。 

  ウ 再生可能エネルギー等の普及及び導入促進に関すること。 

  エ 環境に関する審議会等の運営に関すること。 

  オ 市民環境活動の促進に関すること。 

  カ 環境マネジメントシステムに関すること。 

キ 生活環境の保全及び指導に関すること。 

  ク 墓地に関すること。 

  ケ 犬の登録、野犬対策並びにねずみ族及び昆虫の駆除に関すること。 

  コ 犬又は猫の引取り及び引取申出書の受付に関すること。 

  サ 火葬場に関すること。 

   

（７）環境エネルギー局 廃棄物対策課 

ア 一般廃棄物処理計画に関すること。 

イ ごみの分別収集に関すること。 

  ウ ごみの減量及びリサイクル推進に関すること。 

  エ 一般廃棄物（ごみ）処理業の許可及び指導監督に関すること。 

  オ まち美化の推進に関すること。 

  カ 不法投棄物（陸上）の処理に関すること。 

  キ 産業廃棄物（市長が定めたものに限る｡）の指導及び調査に関すること。 

  ク 犬猫等の死体処理に関すること。 

ケ し尿の収集に関すること。 

  コ 浄化槽設置整備事業補助金に関すること。 

  サ 一般廃棄物（し尿）処理業及び浄化槽清掃業の許可並びに指導監督に関すること。 

  シ し尿及び浄化槽汚泥の共同処理に関すること。 

  

（８）環境エネルギー局 環境施設課 

ア 一般廃棄物処理施設の整備に関すること。 

  イ 一般廃棄物処理施設の維持管理に関すること。 
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２ 職員の配置状況  ８４人（令和７年４月１日現在） 注 育児休業等含む。 

 
（総括次長兼務）

※人権擁護課職員は、教育委員会事務局

人権教育課を併任している。

副課長

（２人）

副課長

（３人）

（参事兼務）

清掃センター所長

（参事兼務）

最終処分場長

副所長 清掃センター管理係 3 人

副場長

人

リサイクル推進係 4 人

環境施設課長 参事 副課長 施設整備係 1 人

環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー

局
長
・
次
長

環境政策課長
カーボンニュート
ラル推進係

1 人

環境保全係 2 人

墓地管理係 1

（次長兼務）

人

廃棄物対策課長 副課長 収集業務係 4

国民年金係 3 人

マイナンバー係 3 人

窓口係 9 人

記録係 4 人

大島教育集会所

人

男女参画・市民相談
課長

男女共同参画係 2 人

消費生活センター所長 消費者行政係 1 人

市民課長 主幹 庶務係 5

1 人
防災センター所長

瀬戸会館

安全対策係 1 人

部
　
　
長

総
括
次
長
・
次
長
（

兼
危
機
管
理
監
）

企画情報係 1 人

（主幹兼務）

人権擁護課長 主幹 人権擁護係 2 人

防災センター管理係

人

地域コミュニティ課長 副課長 コミュニティ支援係 5 人

国際交流係 1 人

危機管理課長 主幹 副課長 危機管理係 3
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３ 令和６年度に実施した主な事業 

 

（１）地域づくり促進事業 

   住民主体のまちづくりと持続可能な暮らしを実現するため、宮西校区及び中萩校区

において、令和５年３月にそれぞれ協議会型地域運営組織が設立され、令和５年度か

ら協議会の活動が始動している。中萩校区については令和６年３月に解散となったが、

協議会の活動を通じて、地域づくりの醸成と地域内の様々な団体が連携協力して地域

課題の解決に向けて取り組む体制を整えることができた。 

＜事業費＞ ３，６２３，８７３円 

 

（２）防災センター管理運営事業 

   市民の防災に関する知識及び技術の普及並びに防災意識の高揚を図るため、新居浜

市防災センターの管理運営を行った。 

＜事業費＞ ５，２０２，０１２円 

  ＜入館者数＞ R2 5,836人 R3 3,112人 R4 4,162人 R5 5,250人 R6 7,264人 

 

（３）市民意識調査 

   人権問題に係る市民の意識や理解の実態調査を行い、結果を新居浜市人権施策基本方針第

３次改訂（令和７年度実施）に反映させるとともに、ホームページでの公表、関係機関への

通知を行い、今後の人権教育等への活用を図ることができた。 

＜事業費＞ ２０５，７１２円 

 

（４）男女共同参画推進事業 

新居浜市男女共同参画計画に基づき、男女共同参画社会づくりに全市民的、全庁的に取り

込む総合調整、調査研究及び男女平等の意識啓発を促進するため、男女共同参画推進週間（８

月１～７日）の実施、市政だより（８月号）への掲載、新居浜市女性活躍等推進事業所の認

証等を行った。 

男女がいきいきと活動できる男女共同参画社会の構築のため、男女共同参画計画のより一

層の推進を図り、また男女共同参画推進条例に基づき、女性の社会参画への意識改革を進め

ることができた。 

＜事業費＞ ３１６,１８９円 

 

（５）地球温暖化対策の推進 

  ア 新居浜市地球高温化対策地域協議会との協働 

    環境学習イベント等の実施や市政だよりへの記事掲載等により、市民に広く意識

啓発を行うことができた。 

＜事業費＞ １２３，３１４円 

 

  イ 新居浜環境市民会議との協働 

    多種多様な環境保全委事業を実施することにより、幅広く多面的な環境活動の促

進を図ることができた。 

＜事業費＞ ２８７，０００円 

 

  ウ 電動アシスト自転車の購入支援 

    電動アシスト自転車を購入した個人に対し補助金を交付することにより、温室効

果ガスの排出抑制による地球温暖化対策の推進及び高齢者ドライバーの免許返納促
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進を図ることができた。 

 ＜事業費＞  １，３１０，０００円 （免許返納者２９件、その他７３件） 

 

 エ 個人向け及び事業者向け太陽光発電設備導入補助事業 

   市内の住宅及び事業所等に太陽光発電設備を導入する事業に対し補助金を交付す

ることにより、各家庭や事業者におけるエネルギーの地産地消の拡大を図り、温室

効果ガスの削減に寄与することができた。 

＜事業費＞ 個人向け ２，５９０，０００円  事業者向け ７，２００，０００円 

 

（６）ごみ減量化推進費 

   ごみ減量推進を目的に、生ごみ処理容器等購入補助、段ボールコンポスト講習会実

施等による生ごみ処理容器等普及啓発、店頭回収等の利用の周知、レジ袋の削減推進

を実施することにより、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）推進によるごみ

の減量化を図ることができた。 

 ＜事業費＞ ６９８，０２３円 

 

（７）ごみ収集事業 

ごみの減量や資源化を図りつつ、衛生的な生活環境を維持するため、生活系ごみに

ついて、燃やすごみ、不燃ごみ、布類、プラスチック製容器包装、びん（色別）、缶、

ペットボトル、古紙類及び有害ごみの分別による定期収集を実施した。業務委託によ

り２１，１９６ｔの家庭ごみの定期収集を行い、うち古紙・布類１，２４５ｔを直接資

源化し、容器包装プラスチック９５６ｔ、ペットボトル２２０ｔ、びん・缶、有害ごみ

７４２ｔ等の資源ごみを清掃センターに搬入し、中間処理による資源化の推進を図っ

た。 

＜事業費＞ ２９０，００１，３３８円 

【内訳】  

可燃ごみ収集業務委託                １３４，９２２，４８０円 

びん・缶・有害ごみ収集業務委託         ４７，３６８，２００円  

古紙類収集業務委託                      ３７，５５４，０００円 

プラスチック製容器包装収集業務委託       ２４，７０９，６０８円 

ペットボトル収集業務委託                １２，９３６，０００円 

不燃物・布類収集業務委託               １６，３６８，０００円 

別子山地区ごみ収集業務委託                ８，１８４，０００円 

大島地区ごみ収集業務委託                  ６，３２５，０００円   

缶収集用網袋等消耗品等                    １，６３４，０５０円 

 

（８）ごみ一部有料化推進事業 

   持続可能なごみ処理を確保するため、直接搬入ごみ及び大型ごみ戸別収集の有料化

を令和４年１０月から開始し、インセンティブによるごみの減量を図ることができた。 

〇令和６年４月～令和７年３月の実績と令和３年度の比較 

 一般家庭直接搬入台数  37,233台（R3 102,938台 64％減） 

 一般家庭直接搬入量    2,362ｔ（R3  5,013ｔ 53％減） 

 大型ごみ申込件数     4,369件（R3  13,830件 69％減） 

 一般家庭定期収集ごみ量 21,364ｔ（R3  24,283ｔ  12％減） 

   ＜事業費＞ ２，７８１，２１０円 
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（９）清掃センター施設整備事業 

   各ごみ処理施設について、法定点検・自主点検及び予防保全措置を実施し、施設の

機能低下及び不具合を未然に防止するとともに、精密機能検査を反映した施設保全計

画・整備計画の検討を進め、適正で安定的なごみ処理を行うことができた。 

  ＜事業費＞ ５８８，３９０，０００円 

         （令和６年度清掃センター定期点検整備工事 外） 

 

（１０）清掃センター改修事業 

   粗大ごみ処理施設及びリサイクル推進施設は稼働から１４年以上が経過し、設備の

老朽化が進んでいることから、基幹的設備改良工事により主要な設備を整備し、施設

の延命化を図る。令和６年度は、粗大ごみ処理施設基幹的設備改良工事及びリサイク

ル推進施設基幹的設備改良工事を着工した。 

  ＜事業費＞（２か年継続工事） 

粗大ごみ処理施設基幹的設備改良工事  １，２７０，５００，０００円 

                令和６年度     ６８、９１１，３００円 

      リサイクル推進施設基幹的設備改良工事   ３８５，０００，０００円 

                令和６年度     ６６，８７３，８００円 

 

（１１）菊本最終処分場施設整備事業 

   最終処分場廃棄物積込コンベア更新工事及び最終処分場西側フェンス改修工事を実施し、

適切な維持管理を行うことにより、新居浜市内の一般廃棄物処理を安定的に行うことができ

た。 

＜事業費＞ ３３，８８０，０００円 
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４ 使用料、手数料の調定収入状況 

  

 ア 一般会計 

（単位：円） 

 

イ 特別会計 

                                    （単位：円） 

区  分 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

自動販売機設置使用料（自治会館） 27,445 27,445 0 0 

認可地縁団体印鑑登録証明書等発行手数料 1,800 1,800 0 0 

女性総合センター使用料 1,495,085 1,495,085 0          0 

自動販売機設置使用料 

(女性総合センター) 
73,708 73,708 0 0 

戸籍謄（抄）本手数料 18,781,750 18,781,750 0          0 

住民基本台帳手数料 14,612,700 14,612,700 0          0 

印鑑証明手数料 7,811,100 7,811,100 0          0 

印鑑登録手数料 880,500 880,500 0          0 

その他証明手数料 370,200 370,200 0          0 

自動車臨時運行許可手数料 165,000 165,000 0          0 

船員手帳交付等手数料 74,960 74,960 0          0 

計量検査手数料 161,950 161,950 0 0 

火葬場使用料 3,981,100 3,981,100 0 0 

自動販売機等設置使用料（斎場） 293,834 293,834 0 0 

墓地使用料 4,695,600 4,695,600 0 0 

畜犬登録手数料 2,146,200 2,146,200 0 0 

狂犬病予防注射済票取扱手数料 2,514,230 2,514,230 0 0 

ごみ処理手数料（廃棄物対策課） 

一般廃棄物処理業許可申請手数料 
312,000 312,000 0 0 

ごみ処理手数料（廃棄物対策課） 

一般廃棄物処理手数料 
28,476,700 28,476,700 0 0 

し尿処理手数料（滞納繰越含む） 4,297,128 4,264,997 0 32,131 

し尿処理手数料督促手数料 1,300 1,300 0 0 

ごみ処理手数料 

（清掃センター・最終処分場） 
118,597,500 118,597,500 0 0 

自動販売機設置使用料    

（清掃センター） 
225,569 225,569 0 0 

旧衛生センター敷地貸付使用料 241,157 241,157 0 0 

平尾 

墓園 

区  分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

墓園使用料 19,079,000 19,079,000 0 0 

管理手数料 7,890,260 7,710,260 0 180,000 
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５ 指摘事項及び回答内容（回答は令和７年８月７日付け） 

 

（１）飼い主のいない猫の不妊去勢手術補助金について  

飼い主のいない猫の不妊去勢手術補助金について、ワクチン接種費用を補助対象経費に計

上しているため、補助金の過払いが生じている。内容を確認の上、改められたい。今後はチ

ェック体制を強化するなど適正な事務処理をされたい。 

（環境政策課） 

 

＜回答＞ 

  今回のワクチン接種費用に関しては、獣医師に確認したところ、不妊去勢手術を行うに当

たり、必要なものであるとの回答でしたので、補助対象経費に含めることとしました。 

   しかし、病院や獣医師によって不妊去勢手術を行うに当たり必要となる施術の考え方が違

うため、病院毎に内容を確認し、必要経費について統一基準を設けた上で補助金を支出する

よう事務改善を行いました。 

 

（２）新居浜市ごみ手数料収納事務委託について 

   新居浜市ごみ手数料収納事務委託について、３５事業所のうち８事業所の契約書が確認で

きない。また、収納事務の委託に係る告示関係書類も確認できない。新居浜市ごみ処理手数

料収納事務委託要領等に基づき適正な事務処理をされたい。 

（廃棄物対策課） 

 

＜回答＞ 

今後は法令を遵守し、新居浜市ごみ処理手数料収納事務委託要領等に基づき、契約書類及

び告示関係書類の作成管理等の事務処理を適正に行います。 

 

（３）新居浜市国際交流協会の体制強化について  

   令和６年１０月現在、新居浜市域の外国人労働者数は１，５８０人（２０９事業所）で、

平成３１年３月の新居浜市国際交流協会の設立以降、５年間で１．５倍超に増加している。

労働力不足が深刻化する中、外国人材の受入れと共生は地域の重要な課題であり、同協会の

果たす役割も今後益々大きくなるものと考える。しかしながら、協会事務局は１人体制で、

国際理解促進や外国人生活支援等協会事業の更なる推進には事務局機能の充実強化が不可欠

である。個人会員数や企業訪問数も減少しており、マンパワー不足が懸念される。国、市補

助事業等による人的支援も検討し、早急に対応されたい。 

（地域コミュニティ課） 

 

＜回答＞ 

   市内の外国人在住者が年々増加している中、外国人への生活相談支援や日本語教育支援を

含め多文化共生社会を進めていく上で、国際交流協会が果たす役割は、ますます重要になっ

てくるものと考えております。 

   今後、当市の国際理解を促進していくため、国際交流協会だけでなく、国際交流員を通じ

た各種講座を実施し、より多くの市民の方が国際交流に関する事業などに触れることができ

る機会を増やしていくとともに、国の外国人受入環境整備交付金制度等を活用しながら、国

際交流協会の人員体制強化を図ってまいります。 

 

（４）ごみ焼却施設の災害時対応について  

   近年、地震等自然災害によりインフラや諸設備が破損し、市民生活に多大な影響を及ぼし
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ている事例が散見されている。ごみ焼却施設もその重要な一つであり、早期の復旧と安定稼

働は市民生活に必要不可欠なものといえる。危機対応として、ＢＣＰ計画を策定し、運転管

理対応として、地震時対応マニュアルの整備を行っている。ただし、大量に発生する災害廃

棄物の対処に関することや施設の安定稼働に必要な資機材・薬液等の備え、施設の強靭化や

バックアップ機能の強化、専用用水の確保などまだまだ課題が多い。被災地の対応事例など

情報収集に努めるとともに、平時において、十分な検討と備えの充実を図られたい。 

（環境施設課）                                

 

＜回答＞ 

   災害発生時の早期の復旧と安定稼働を図るため、令和７年４月に締結したプラントメーカ

ーとの連携協定も踏まえ、平時から既存のＢＣＰ・災害対応マニュアルに基づく訓練や検証

を行い、資機材、薬剤、用水の確保、運用面での改善も含め適宜見直しを行い、より実効性

のあるものといたします。 

また、大規模災害発生時には、施設能力をはるかに上回る大量の災害廃棄物の発生が予想

されることから、生活環境の早期解決を図るため、他自治体や民間処理施設の協力を円滑に

得られるよう、平時より協力体制の構築と被災地における対応事例の調査・研究を行います。 

 

 


